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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期
第１四半期
累計期間

第44期
第１四半期
累計期間

第43期

会計期間
自平成23年５月１日
至平成23年７月31日

自平成23年11月１日
至平成24年１月31日

自平成23年５月１日
至平成23年10月31日

売上高（千円） 1,775,482 2,068,528 4,325,454

経常利益（千円） 387,839 575,736 892,554

四半期（当期）純利益（千円） 226,429 320,479 522,429

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
― ― ―

資本金（千円） 847,400　 847,400　 847,400

発行済株式総数（千株） 5,488 5,488 5,488

純資産額（千円） 7,304,783 7,675,757 7,601,472

総資産額（千円） 8,694,145 8,945,935 9,062,355

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
42.43 60.28 97.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ―

１株当たり配当額（円） ― ― 30.00

自己資本比率（％） 84.0 85.8 83.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の

　　　　　　推移については記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

　　しておりません。

５．第43期は、決算期変更により平成23年５月１日から平成23年10月31日までの６ヶ月間の変則決算

　　となっております。　

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の概要

　当社は前事業年度より決算期を４月30日から10月31日に変更しております。これに伴い、当第１四半期累計期間

（11月から１月）は、比較対象となる平成23年10月期第１四半期（５月から７月）と月度が異なることから業績

の状況の比較は記載しておりません。　

　当第１四半期累計期間（平成23年11月１日から平成24年１月31日)におけるわが国経済は、欧州を中心とする世

界的な金融不安を背景とした景気減速や円高の進行などにより、先行きが不透明な状況となりました。

　医療業界におきましては、平成24年度診療報酬と介護報酬の改定について概要が公表されました。病院・病床機

能の分化、地域連携の強化や在宅医療の充実等を通じて、医療機関は効率的で質の高い医療の提供を求められて

おります。

　当社は、医療の効率化や品質向上、地域連携などに不可欠な統合系医療情報システムである電子カルテシステム

の開発・販売を中心に事業を展開し、受注を獲得してまいりました。その結果、当第１四半期累計期間の売上高は

2,068百万円となりました。また、利益面におきましては営業利益は575百万円、経常利益は575百万円、四半期純利

益は320百万円となりました。なお、セグメントの業績につきましては、当社は、医療情報システム事業の単一セグ

メントであるため、記載を省略しております。　

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期会計期間末の総資産につきましては、前事業年度末と比較して116百万円減少し、8,945百万円とな

りました。主な要因は、現金及び預金159百万円の減少、投資有価証券203百万円の減少、及びたな卸資産313百万円

の増加によるものであります。

（負債）

　当第１四半期会計期間末の負債につきましては、前事業年度末と比較して190百万円減少し、1,270百万円となり

ました。主な要因は、仕入債務329百万円の増加、未払法人税等328百万円の減少、及び流動負債「その他」に含ま

れる未払金199百万円の減少によるものであります。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末の純資産につきましては、前事業年度末と比較して74百万円増加し、7,675百万円とな

りました。主な要因は、自己株式86百万円の増加、四半期純利益320百万円及び第43期利益剰余金の配当金160百万

円によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、112百万円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,952,000

計 21,952,000

　②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年３月16日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,488,000 5,488,000

大阪証券取引所

JASDAQ

 （スタンダード）　

単元株式数

100株　

計 5,488,000 5,488,000 － －

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成23年11月１日
～平成24年１月31日 

―　 5,488,000 ―　 847,400 ―　 1,010,800

　　

　

(6)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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(7)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の内容が確認できないため、記載するこ

とができないことから、直前の基準日（平成23年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】

 平成24年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　  151,100 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　5,335,900 53,359 ―

単元未満株式 普通株式　　　　1,000 ― ―

発行済株式総数 　　　  5,488,000 ― ―

総株主の議決権 ― 53,359 ―

　

②【自己株式等】

 平成24年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 ソフトウェア・

サービス
大阪市淀川区 151,100 ― 151,100 2.75

計 ― 151,100 ― 151,100 2.75

（注）平成23年12月20日開催の取締役会決議に基づき、当第１四半期会計期間において、50,000株の自己株式を取　　　

　

　　　得しております。

　

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間末までにおいて、役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　当社は、前事業年度より決算期を４月期から10月期に変更したことにより、前第１四半期累計（会計）期間は、平成

23年５月１日から平成23年７月31日、当第１四半期累計（会計）期間は、平成23年11月１日から平成24年１月31日と

なっております。　

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間（平成23年11月１日から平成24

年１月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23年11月１日から平成24年１月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社では、子会社（１社）の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業

集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しい

ため、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項に

より、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年10月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,453,881 3,294,130

受取手形及び売掛金 1,186,640 1,281,085

商品 166,258 425,132

仕掛品 144,897 199,831

その他 197,960 87,906

貸倒引当金 △7,232 △7,344

流動資産合計 5,142,406 5,280,742

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※
 1,216,239

※
 1,192,575

構築物（純額） 18,412 17,985

工具、器具及び備品（純額） 86,047 81,508

土地 1,629,652 1,629,652

建設仮勘定 483,000 483,000

有形固定資産合計 3,433,352 3,404,723

無形固定資産 8,435 7,680

投資その他の資産

投資有価証券 291,801 88,609

関係会社株式 20,000 20,000

その他 166,358 144,180

投資その他の資産合計 478,159 252,789

固定資産合計 3,919,948 3,665,193

資産合計 9,062,355 8,945,935

負債の部

流動負債

買掛金 384,945 714,343

未払法人税等 477,852 149,409

前受金 153,745 149,501

その他 444,338 256,923

流動負債合計 1,460,882 1,270,177

負債合計 1,460,882 1,270,177

純資産の部

株主資本

資本金 847,400 847,400

資本剰余金 1,010,800 1,010,800

利益剰余金 5,899,488 6,059,863

自己株式 △162,180 △248,460

株主資本合計 7,595,508 7,669,602

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,964 6,155

評価・換算差額等合計 5,964 6,155

純資産合計 7,601,472 7,675,757

負債純資産合計 9,062,355 8,945,935
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成23年５月１日
　至　平成23年７月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年11月１日
　至　平成24年１月31日)

売上高 1,775,482 2,068,528

売上原価 1,181,747 1,315,365

売上総利益 593,735 753,163

販売費及び一般管理費 205,544 177,347

営業利益 388,190 575,815

営業外収益

受取利息 1,305 1,137

受取配当金 46 26

その他 1,186 1,729

営業外収益合計 2,538 2,893

営業外費用

投資有価証券評価損 2,890 2,710

その他 － 262

営業外費用合計 2,890 2,972

経常利益 387,839 575,736

特別損失

固定資産除却損 － 288

特別損失合計 － 288

税引前四半期純利益 387,839 575,447

法人税、住民税及び事業税 150,599 144,298

法人税等調整額 10,809 110,669

法人税等合計 161,409 254,968

四半期純利益 226,429 320,479

EDINET提出書類

株式会社ソフトウェア・サービス(E05376)

四半期報告書

 8/13



【追加情報】
  

当第１四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年１月31日）

（法人税率の変更等による影響）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復

興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の40.6％から、平成24年11月１日に開始する事業年度から平成26年11月1日に開始する事業年度に解消が見

込まれる一時差異については38.0％に、平成27年11月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては35.6％となります。なお、この税率変更による影響は軽微であります。　

　　

　 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年10月31日）

当第１四半期会計期間
（平成24年１月31日）

※　 有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記

帳累計額は、建物9,806千円であります。

※　 　　　　　　　　　同左

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・

フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含

む。）は、次のとおりであります。

　（単位：千円）

項目　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成23年７月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年１月31日）

減価償却費 33,011 31,525
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成23年５月１日　至平成23年７月31日）

(1)　配当金支払額　

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年７月22日
定時株主総会

普通株式 266,841 50 平成23年４月30日平成23年７月25日利益剰余金

  

(2)　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後と

なるもの

　該当事項はありません。

　

(3)　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成23年11月１日　至平成24年１月31日）

(1)　配当金支払額　

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年１月26日
定時株主総会

普通株式 160,104 30 平成23年10月31日平成24年１月27日利益剰余金

  

(2)　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後と

なるもの

　該当事項はありません。

　

(3)　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　当社は、平成23年12月20日開催の取締役会決議により、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式86,250千円を取得し、また単元未満株式の買取り

により、自己株式30千円を取得しております。

　　　この結果、当第１四半期会計期間末において、自己株式は248,460千円となっております。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　前第１四半期累計期間（自平成23年５月１日　至平成23年７月31日）及び当第１四半期累計期間（自平成23年11

月１日　至平成24年１月31日）

　　　当社は、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成23年７月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 42円43銭 60円28銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 226,429 320,479

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 226,429 320,479

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,336 5,316

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。　　　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。 
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 独　立　監　査　人　の　四  半  期  レ  ビ  ュ  ー　報　告　書　 

 平成24年３月９日

株式会社ソフトウェア・サービス

 　　取　締　役　会　御　中
   

  　 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

　   

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 木村　文彦　　印　　　　　　　

  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 藤井　睦裕　　印

  

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソフト

ウェア・サービスの平成23年11月１日から平成24年10月31日までの第44期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年11

月１日から平成24年１月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年11月１日から平成24年１月31日まで）に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

　　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソフトウェア・サービスの平成24年１月31日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　　上

　

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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